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大規模集客施設の立地に係る都市機能の調和に関する条例（平成17年兵庫県条例第40

号）第３条第１項の規定に基づく大規模集客施設影響調査指針を次のように改正し、平成

28年３月23日以後に行う同条例第３条第１項の大規模集客施設基本計画書の提出につい

て適用することとしたので、次のとおり公表する。 

平成28年３月23日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

 

事業者は、以下の事項について、大規模集客施設の立地に伴い周辺地域に及ぼす影響に

関する調査を実施し、その結果を踏まえて、大規模集客施設の新築等の基本計画書を作成

するものとする。 

１ 大規模集客施設に係る計画と県及び市町のまちづくりに関する計画との整合に関す

る調査 

当該大規模集客施設が立地する場所における、県及び市町のまちづくりに関する計画

の有無及びその内容について調査し、当該大規模集客施設がその計画に整合するよう配

慮して新築等の建築計画を提案すること。 

なお、調査の対象とする県及び市町のまちづくりに関する計画は、地域の発展と秩序

ある整備を図るための土地利用に関する内容が含まれる計画で、別表に掲げるものとす

る。 

２ 駐車場に関する調査 

(1) 必要駐車台数の算定 

当該大規模集客施設に必要となる駐車台数を以下により算定すること。 

①  大規模小売店舗である場合 

当該大規模集客施設が大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」

という。）第２条第２項に規定する大規模小売店舗である場合にあっては、法第４

条第１項に基づく「大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針」

（以下「法指針」という。）の必要駐車台数計算式及び考え方（法指針二－１－(1)

－①「駐車場の必要台数の確保」をいう。以下同じ。）に基づいて必要駐車台数を

算定すること。 

なお、特別な事情により、法指針の必要駐車台数計算式の各原単位等の値、又は、

法指針の必要駐車台数計算式によらずに他の方法で算定した場合は、その事情及び

根拠となる資料を示すこと。 



② 大規模小売店舗に該当しない場合 

   当該大規模集客施設が法第２条第２項に規定する大規模小売店舗に該当しない

場合にあっては、法指針の必要駐車台数計算式及び考え方に準じて必要駐車台数を

算定すること。なお、施設の用途に応じて必要駐車台数計算式の各原単位等の値を

設定するとともに、その設定の根拠となる資料を示すこと。 

ただし、法指針の必要駐車台数計算式による算定が適当でない場合は、施設利用

者数、施設稼働率等から推察することにより、必要駐車台数を算定すること。また、

その算定の根拠となる資料を示すこと。 

(2) 特約駐車場を利用する場合の調査 

当該大規模集客施設に附属する駐車場以外に、周辺の駐車場を特約駐車場（大規模

集客施設の利用者の駐車料金を大規模集客施設の設置者等が一部負担する方式によ

る駐車場をいう。以下同じ。）として利用する場合は、特約駐車場の現在の利用状況

（休日及び平日における当該大規模集客施設の開店時間から閉店時間までの間の各

時間帯における空駐車区画数など）を調査し、当該大規模集客施設に附属する駐車場

と特約駐車場の利用により、(1)で算定した必要駐車台数を確保できることを証明す

る資料を示すこと。 

３ 道路交通への影響に関する調査 

(1) 現況交通量の調査 

当該大規模集客施設の周辺交差点の現在の交通量の調査を以下により実施し、ピー

ク時交通量、交差点飽和度及び車線別混雑度を算定すること。 

① 調査実施時間 

交通量調査は平日及び休日の両日において、原則として当該大規模集客施設の開

店時間の前２時間及び閉店時間の後２時間を加えた時間帯において実施すること。 

② 調査対象交差点 

調査対象とする交差点は、来店車両の来退店経路ごとの最寄交差点を基本とする

が、当該大規模集客施設の開店に伴う交通量の増加による影響が広範囲にわたるこ

とが予想される場合は、影響範囲にある交差点についても調査対象に含めること。

（調査対象に含めるべき交差点は、主要幹線道路等の交差点で特に円滑な交通処理

が求められる交差点及び開店後のピーク時の交差点飽和度0.8以上又は車線別混雑

度1.0以上となるおそれのある交差点とする。） 

【※ピーク時交通量】 

ピーク時交通量とは、交差点ごとの交差点交通量合計が最大となる時間帯の交

通量とする。 

【※車線別混雑度】 

車線別の交通量と交通容量の比率 

(2) 開店後の交通流動の予測 

当該大規模集客施設の周辺交差点の開店後におけるピーク時交通量、交差点飽和度



及び車線別混雑度を予測すること。 

① 開店後のピーク時交通量 

開店後のピーク時交通量は、原則として、(1)で調査した交差点ごとの現況のピ

ーク時交通量に、大規模集客施設の新築等により新たに発生する交差点ごとのピー

ク時来退店台数を加えることにより算定すること。 

② ピーク時来退店台数 

新たに発生する交差点ごとのピーク時来退店台数は、原則として、次の手順によ

り算定すること。 

ア 来店者の分布範囲の設定 

当該大規模集客施設の種類、規模、近隣の類似施設の立地状況等を考慮して、

来店者の分布範囲を設定する。 

イ 来退店経路の設定及び分布範囲の分割 

来店者の分布範囲内の幹線道路により、当該施設の来退店経路を設定し、来店

者の分布範囲を方面別に分割する。 

ウ 方面別ピーク時来退店台数の算定 

分割したゾーンの世帯数構成比によってピーク時来退店台数を按分し、方面別

ピーク時来退店台数を算定する。 

なお、ピーク時来退店台数は、２－(1)の必要駐車台数を算定する際に設定し

た「大規模集客施設へのピーク１時間あたりの自動車来台数」と同数とすること。 

エ 交差点ごとのピーク時来退店台数の算定 

方面別ピーク時来退店台数を基にして、対象交差点に流入する来退店台数を計

算する。 

③ 信号機のない交差点の場合 

信号機のない交差点（一時停止制御交差点）を予測対象とする場合は、「非優先

交通の交通容量」を算定する。 

④ その他配慮すべき事項 

ア 当該大規模集客施設の周辺に、新築等の時期が同時期となる他の大規模集客施

設その他の多数の自動車交通の発生が予想される施設の立地計画がある場合は、

それらの発生集中交通量も考慮して交通量予測を行うこと。 

イ 将来において周辺道路の整備計画がある場合にあっては、開店時における道路

整備状況を基本にして交通量予測を行うこと。 

ウ ①から③の方法以外によって開店後の交通流動をより的確に予測できる場合

は、他の方法によることができる。 

(3) 駐車場出入口の入出庫台数の予測 

当該大規模集客施設の新設等により新たに発生する交通量の来退店経路ごとの交

通量予測をすることにより、駐車場の各出入口のピーク時人出庫台数を算定すること。 

(4) 交通の円滑性の評価及び対策 



(2)による開店後の交通流動の予測及び(3)による駐車場出入口の入出庫台数の予

測の結果に基づき、大規模集客施設の新設後における周辺交差点及び駐車場出入口に

おける円滑な交通処理について、以下の事項についての対策の必要性の評価及びその

対策について提案すること。 

ア 交差点改良（右折、左折付加車線の設置等） 

イ 信号現示の変更又は信号機の新設 

ウ 駐車場入口の駐車待ちスペースの設置 

(5) その他道路交通に関する評価及び対策 

歩行者の安全の確保や利便の確保、一般車両や路線バスヘの影響等に関する以下の

事項について調査し、対策の必要性の評価及びその対策について提案すること。 

ア 来退店経路、駐車場出入口周辺における歩行者の安全の確保に関すること 

イ 当該大規模集客施設の周辺における歩行者の利便の確保に関すること 

ウ 通学路との関係における児童、生徒の安全の確保に関すること 

エ 駐車場出入口周辺における一般車両への影響に関すること 

オ 駐車場出入口と路線バス停車場、路線バス優先レーンとの位置関係における路

線バスヘの影響に関すること 

力 公共駐車場その他の周辺大規模駐車場の入出庫への影響に関すること 

(6) 交通シミュレーションシステムによる影響予測・評価 

特に規模の大きい大規模集客施設の新築等において、当該大規模集客施設の新築等

が広範囲にわたって道路交通への影響を及ぼすおそれがあるものとして知事が認め

る場合にあっては、交通シミュレーションシステムを活用することにより、道路交通

への影響に関する予測、評価及びその対策について提案すること。 

※ (1)(2)の交差点飽和度、車線別混雑度及び非優先交通の交通容量の算定に当たっ

ては、社団法人交通工学研究会編集・発行「改訂 平面交差の計画と設計」の算定

方法等を参考にすること。 

４ 道路以外の公共施設への影響に関する調査 

当該大規模集客施設の敷地境界から概ね500メートル以内に存する公園、緑地、下水

道、河川等の道路以外の公共施設を対象に、当該大規模集客施設の新築等に伴いそれら

公共施設の機能への新たな負担や利便性を阻害する要因の有無及びその内容について

調査し、その対策について提案すること。 

５ 景観形成に関する調査 

当該大規模集客施設の立地する地域における伝統的景観、自然景観、街並みなど景観

に関する状況及び統一した色彩や外観形成による街並みづくり、緑化事業などの景観形

成に対する取組状況を調査し、当該大規模集客施設が周辺の景観に調和するために配慮

して新築等の建築計画に反映する内容について提案すること。 

また、当該大規模集客施設または当該大規模集客施設が立地する地域に適用される景

観形成に関する法令、協定、公的計画等（景観法に基づく景観計画や景観地区、都市計



画法に基づく風致地区や地区計画、景観の形成等に関する条例（兵庫県条例）、市町の

景観に関する条例、建築協定、緑化協定など）の有無及びその内容について調査するこ

と。 

 

別表（第１項関係） 

区分 調査の対象とする計画 左欄の計画の対象区域 

県 
の 
ま 
ち 
づ 
く 
り 
に 
関 
す 
る 
計 
画 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第６条の２

の都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

都市計画区域 

緑豊かな地域環境の形成に関する条例（平成６年

条例第16号）第８条の地域環境形成基本方針 

区域区分の定めのある都市

計画区域以外の区域 

大規模な集客施設の立地誘導・抑制に係る広域土

地利用プログラム 

阪神間都市計画区域、東播

都市計画区域及び中播都市

計画区域 

市 
町 
の 
ま 
ち 
づ 
く 
り 
に 
関 
す 
る 
計 
画 

都市計画法第18条の２の市町村の都市計画に関

する基本的な方針 

都市計画区域のある市町の

区域 

条例、要綱等により定めた集客施設の立地に係る

土地利用の計画（※） 

計画を定めている市町の区

域 

※ 尼崎市住環境整備条例施行規則（昭和60年尼崎市規則第61号）第３条の10第１号の

尼崎市商業立地ガイドライン 

西宮市良好なまちづくりのための商業環境形成指導要綱第３条の商業立地ガイド

ライン 

 


